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１．ナノテクノロジー・材料科学技術分野における
我が国の競争力
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産業技術

ナノテク・材料科学技術

微細構造解析・微細加工 新材料の創成 性能評価

ナノテクノロジ―・材料科学技術の動向

ナノレベルでの理論・解析・制御を徹底的に
追求し、革新的機能を持つ材料を絶えず創製
することが、次世代の産業競争力の生命線。

「元素を制する者は産業を制する」は
今や世界の共通認識。

エレクトロニクス、ライフサイエンス、環境・エネルギー等
幅広い産業課題・社会課題を解決に導く分野横断的
な基盤技術。

我が国は産業において 、高い国際競争力を有する。
学術においては、トップレベルを維持しつつも下降傾向。

欧米中韓とも国家イニシアティブの下、
政府投資を重点的に実施。
・欧米において集中研究拠点化・共用施設ネットワーク化等、
長期的な大規模投資を推進

ナノテクノロジー・材料科学技術は、
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【出典】国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
「平成27年度 日本企業の国際競争ポジションに関する情報収集」平成28年3月（委託先 株式会社富士キメラ総研）

市場規模産業動向（主な製品・部材の売上高とシェア）

材料産業が高いシェアを獲得
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日本は、2000年頃まで論文の“量”、 “質” （被引用回数 top10％） ともに世界2位の強さ

2000年頃からの中国の急激な台頭、米・英・独・日・仏のシェアの相対的低下、韓国の追い上げ

→ 日本は現在、“量”において世界第5位、“質”において世界第5位
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材料科学分野の学術論文数

材料科学での論文数 – 全体 材料科学での論文数– Top 10 %
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（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング2015、調査資料-243、2015年12月を基に、文部科学省が加工・作成。

＊分数カウント法にて集計
＊被引用数は、2014年末の値を使用



２．ナノテクノロジー・材料科学技術分野の政策の動向
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第1期

1996～2000年度

第2期

2001～2005年度

第3期

2006～2010年度

第4期

2011～2015年度

・産業競争力の強化に向けた

共通基盤としての

先端材料や部材
・社会的課題解決に必要な

横断的な基盤技術としての

ナノテクノロジー

基本計画において第２期及び第3期は重点分野として位置付け。
一方、第4期からは横断的な基盤技術の一つとしての位置付けに。
基本計画において第２期及び第3期は重点分野として位置付け。

一方、第4期からは横断的な基盤技術の一つとしての位置付けに。

重点分野としてのナノテク・材料

※第２期と第３期ではライフ、情報、環境
と共に重点４分野のひとつ

これまでの基本計画における位置付け
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超スマート社会

「超スマート社会」における競争力向上に向けた、基盤技術等の強化
1. 超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術

IoTシステム構築技術、ビッグデータ技術、AI技術 等
2. 個別のシステムで新たな価値創出のコアとなる強みを有する基盤技術

革新的な構造材料や新機能材料など、様々なコンポーネントの高度化によりシステムの差別化につながる「素材・ナノテクノ
ロジー」

3.基盤技術の強化の在り方
10年程度先を見据えた中長期視野から、各技術において高い達成目標を設定
特に、基礎研究から社会実装までをリニアモデルで進めるのではなく、相互に刺激しあいスパイラル的に研究開発することに
より、新たな科学の創出、革新的技術の実現、実用化及び事業化を同時並行的に進めることのできる環境を整備

実現に向けた取組

必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズに効率的かつきめ細やかに対応で
き、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語等にかかわらず快適に暮らせる社会
ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）を融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす未来
社会の姿として共有
その実現に向けた一連の取組を「Society5.0」とし、強力に推進

第5期基本計画においては、第4期より導入した「課題解決型アプローチ」に加え「未来
創生型アプローチ」の考えを導入。特にナノテクノロジー・材料科学は、超スマート社会
を支える「重要な基盤技術」として位置付け。

第5期基本計画においては、第4期より導入した「課題解決型アプローチ」に加え「未来
創生型アプローチ」の考えを導入。特にナノテクノロジー・材料科学は、超スマート社会
を支える「重要な基盤技術」として位置付け。

第５期 科学技術基本計画①
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第５期 科学技術基本計画②

内閣府資料より作成
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内閣府資料より作成

第５期 科学技術基本計画③
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超スマート社会 (Society 5.0) とは

「必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の
様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、
年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らす
ことのできる社会」であり、人々に豊かさをもたらすことが期待される

第5期科学技術基本計画

第５期 科学技術基本計画④

内閣府資料より作成
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官民研究開発投資拡大プログラムに係る研究開発投資ターゲット領域①

＊第29回総合科学技術・イノベーション会議 (平成29年4月21日開催)資料より抜粋
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官民研究開発投資拡大プログラムに係る研究開発投資ターゲット領域②

＊第29回総合科学技術・イノベーション会議 (平成29年4月21日開催)資料より抜粋
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②研究開発投資拡大に向けた制度改革アクション
・大学と国研の聖域なき改革の断行と産学連携の深化

・「組織」対「組織」の産学連携の促進

・多様な資金の獲得に向けた取組の充実

・評価性資産（土地・株等）の寄附拡大

・公共調達の活用等による中小ベンチャー企業の育成・強化

・技術シーズとニーズの実効あるマッチングの推進

・イノベーションによる地方創生の推進

・産学官連携による科学技術イノベーションを支える人材の育成促進

③客観的根拠に基づく効果的な官民研究開発投資拡大アクション
・政府研究開発投資や政策効果等の「見える化」、適切な資源配分や評価の実現
・重要な政策課題の判断材料を提供するエビデンスシステムの構築と活用

・基本計画に基づく指標の継続的な検討、データの把握・公表によるフォローアップ

→客観的根拠に基づく政策のPDCAサイクルを実現

科学技術イノベーション総合戦略2017【素案の概要】
５か年にわたる第５期科学技術基本計画（2016～2020年度）の下、科学技術イノベーション総合戦略を毎年度閣議決定し、来年度に向けて重きを置くべき取組を示す。

我が国を「世界で最もイノベーションに適した国」に変革すべく、以下の取組を推進。

第２章 未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組

（１）Society 5.0の実現
・政府、産業界、学術界が一体となり国民参加の下で推進

→若手研究者やベンチャー企業などのチャレンジを誘発

・関係省庁等の取組を基礎研究から実用化まで一気通貫で実施

→SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）に関係省庁等の取組の方向性を合わせ推進

・Society 5.0のコンセプトを世界に共有すべく発信

（２）「科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ」の着実な実行
ＧＤＰ600兆円経済の実現に向け、総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の
司令塔機能を強化し、３つのアクションを推進

①予算編成プロセス改革アクション
・政府研究開発投資をテコとして民間研究開発投資を誘発

・「研究開発投資ターゲット領域」を設定し、同領域への政府研究開発投資を重点化

・ＳＩＰ型マネジメントの各省への展開、ステージゲート評価の導入

→ＣＳＴＩの司令塔機能の強化

第５期科学技術基本計画で提示された未来社会の姿。

狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、以下のような

新たな経済社会をいう。

① サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることにより、

② 地域、年齢、性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在

的なニーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで

経済的発展と社会的課題の解決を両立し、

③ 人々が快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる、人間中心の社会

Society 5.0とは

第１章 重点事項

Society 5.0
のイメージ

Society 5.0

内閣府作成

赤字は総合戦略2017における新規事項・重要事項の主なもの

（１）未来に果敢に挑戦する研究開発と人材の強化
・ＩｍＰＡＣＴの継続的な運用の改善を通じた更なる発展

・挑戦的研究開発を推進するプログラムの展開の促進

（２）新たな経済社会としての「Society 5.0」を実現する
プラットフォーム
・新たな価値創出を容易とするプラットフォームを構築

・「高度道路交通システム」、「エネルギーバリューチェーンの最適化」、

「新たなものづくりシステム」をコアシステムとして開発

①新たな価値やサービスの創出の基となるデータベースの
構築と利活用

・共通に活用可能な下記データベースの構築と利活用を先行的に推進

（SIPの取組も活用）

・Ｇ空間や自動走行用地図等を基にした「地理系データベース」、気象デ

ータ及び衛星等による「環境系データベース」、サイバー攻撃等の情報収

集に役立つ「サイバーセキュリティ系データベース」の構築

②プラットフォームを支える基盤技術の強化
・サイバー空間関連基盤技術の強化（ＡＩ技術、ネットワーク技術、

ビック データ解析技術等）

・人工知能技術戦略会議策定の産業化ロードマップ等を

国家戦略とし、研究開発から社会実装まで政府一体で推進

・フィジカル空間関連基盤技術の強化（ロボット技術、デバイス技術、

素材 ・ナノテクノロジー、光・量子技術等）

③知的財産戦略と国際標準化の推進
・競争領域と協調領域の見極め

・データベース構築、データ利活用を推進するインターフェース、

データフォーマット等の標準化を推進

④規制・制度改革の推進と社会的受容の醸成
・AIやロボットを活用する現場の課題を踏まえて、制度の見直しや

ルールの策定等を先行的に検討

・科学技術イノベーションの進展による倫理的視点や社会的影響を

含め、産業界、学術界を交えて包括的に研究を実施

⑤能力開発・人材育成の推進
・IｏＴ等を通じた新ビジネスの創出を担う人材等の育成
・高度化する脅威に対するサイバーセキュリティの人材育成

・数理科学や計算科学技術、データサイエンスの振興や人材育成

Society 5.0を実現する
プラットフォームのイメージ

世界に先駆けてSociety 5.0を実現するために特に重要な事項。
以下に加え、卓越した研究拠点や多様な学術研究を生み出す研究環境を
確保することも重要。
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第３章 経済・社会的課題への対応

（１）持続的な成長と地域社会の自律的な発展
①エネルギー、資源、食料の安定的な確保
ⅰ）エネルギーバリューチェーンの最適化

（エネルギープラットフォームの構築/クリーンなエネルギー供給の

安定化と低コスト化/水素社会の実現に向けた新規技術や蓄電池

の活用等によるエネルギー利用の安定化/革新的な材料・デバイス

等の幅広い分野への適用/エネルギー・環境イノベーション戦略の

推進）

ⅱ）スマート・フードチェーンシステム
（バイオテクノロジーによる生物機能の高度利用/次世代育種

システム/ニーズオリエンティッドな生産システム/加工・流通

システム/実需者や消費者への有益情報伝達システム）

ⅲ）スマート生産システム
（ＡＩ、ＩｏＴ、ビックデータ解析等を活用した生産性向上）

（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現
①効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新・マネジメントの実現
（構造物の劣化・損傷等を正確に把握する技術/補修・更新の必要性を判断する

評価技術/強度や耐久性を付与する技術/アセットマネジメントシステムの構築）

②自然災害に対する強靱な社会の実現
（「予防力」「予測力」「対応力」の向上/府省庁連携災害情報共有方式の導入推進）

③国家安全保障上の諸課題への対応
（安全保障関係/テロ対策関係）

④おもてなしシステム
（多言語音声翻訳システム/空間映像システム）

（３）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献
（地球環境情報プラットフォームの構築/生物多様性の保全を促す情報基盤の構築）

（４）国家戦略上重要なフロンティアの開拓
（民間宇宙ビジネスの拡大に備えた関連規制の整備等）

②超高齢化・人口減少社会等に対応する持続可能な社会の実現
ⅰ）世界最先端の医療技術の実現による健康長寿社会の形成
ⅱ）高度道路交通システム

（自動走行システムに係る大規模実証実験等の開始、関連技術・システムの

開発・実証の推進、応用実装・ビジネスモデルの確立）

ⅲ）健康立国のための地域における人とくらしシステム
（ＩＣＴ等の活用による健康等情報の利活用の推進/支援を必要とする者の

自立促進及び看護・介護等サービスの支援技術/人にやさしい住宅・

街づくりに資する研究）

③ものづくり・コトづくりの競争力向上
ⅰ）新たなものづくりシステム
（サプライチェーンシステムのプラットフォーム構築/革新的な生産技術の開発）

ⅱ）統合型材料開発システム
（信頼性の高い材料データベースの構築/高速で高効率な材料試作計測・

評価技術の確立）

第５章 イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環システムの構築

（１）オープンイノベーションを推進する仕組みの強化
・「組織」対「組織」の大型の産学官共同研究を推進
・部局横断的に研究者を組織、研究開発を集中管理する組織の設置支援

・技術シーズとニーズの実効あるマッチングの推進

（２）新規事業に挑戦する中小・ベンチャー企業の創出強化
・小・中・高等学校から大学までを通じて起業家マインドを持つ人材の裾野拡大
・公共調達の活用等による中小ベンチャー企業の育成・強化

・大学発ベンチャー等に係るデータベース構築、ベンチャーキャピタルとのマッチングの推進

第６章 科学技術イノベーションの推進機能の強化
・大学と国研の聖域なき改革の断行 ・研究開発の特性を踏まえた政府調達の手続の迅速化 ・実効性ある科学技術イノベーション政策の推進と司令塔機能の強化

（３）イノベーション創出に向けた 知的財産・標準化戦略及び制度の
見直しと整備

・ビックデータ、ＡＩ等に国際的視座から対応した知財システムの構築
・標準化人材の育成や戦略的な標準化活動など国際標準化の変化への対応

（４）「地方創生」に資するイノベーションシステムの構築
・地域経済の牽引役となる中核企業の発掘、一貫した成長支援

・地域の強み、特性を踏まえた科学技術イノベーション施策による地方創生

（ふるさと納税の活用など）

（５）グローバルなニーズを先取りしたイノベーション創出機会の開拓
・グローバルニーズを先取りする研究開発や新ビジネスの創出に向けた分析体制の構築

（１）人材力の強化
①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進
・国立大学や国研における

先駆的な人事政策の促進

（任期制若手研究者等の

テニュア転換等）

・組織の新陳代謝を促す制度

（シニア研究者等の任期付

への転換等） による若手の

ポスト確保

・人材育成に資する産学協同の

研究開発投資の促進

②人材の多様性確保と
流動化の促進

・女性リーダーの登用促進、

女性が継続的に活躍できる環境整備

・国外の優秀な研究者の受入れ及び

国内への定着を促進する環境整備

・産学官の壁を越えた人材流動化を促進する

制度（ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ制度等）の導入促進

国立大学における若手教員
（40歳未満）の雇用状況の変化

大学発・国研発ベンチャー企業※

の株式上場（IPO）企業数の推移

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
（２）知の基盤の強化
①イノベーションの源泉としての学術研究と戦略的・要請的な
基礎研究の推進
・大学等が改革を断行し、民間とパートナーシップを築き、基礎研究に民

間の投資を呼び込む取組の加速

②研究開発活動を支える共通基盤技術、施設・設備、情報基盤
の戦略的強化

・ビックデータに対応した情報基盤等の強化

③オープンサイエンスの推進
・国際的なルールメイキングへの対応と公的資金の研究成果のオープン

化 （データプラットフォームの整備等）

（３）資金改革の強化
①基盤的経費の改革
・大学や国研における長のリーダーシップによる改革の取組推進

②外部資金獲得の強化による資金源の多様化
・大学と同窓会組織とのつながりの強化など寄附が持続的に促進され

やすい文化・環境の醸成

・評価性資産（土地・株等）の寄附拡大に向けた分析と 評価性資産の

寄附を行いやすい制度の在り方を検討

・外部資金の獲得に積極的な大学等の事例収集と周知

・国立大学が保有する資産の利活用促進と老朽化対策等による施設機能

向上、ベンチャー企業等へのインキュベーション施設等の貸付の推進

③公募型研究資金の改革
・公募型研究資金のより効果的・効率的な予算執行の実現

④国立大学改革・国研改革と研究資金改革との
一体的推進

・民間から大学・国研等への投資３倍増の実現に向けた検討

・国研によるベンチャー企業等への自己資金等を活用した

出資機能の強化

・ライセンス等の対価としての株式、新株予約権の取得と

長期保有の在り方の検討

会社から大学等・公的研究機関
に

支出される研究費総額
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３．ナノテクノロジー・材料科学技術分野における
文部科学省の取組

17



文部科学省における研究開発計画について①

第５期科学技術基本計画が閣議決定（平成28年１月22 日）されたことを踏まえ、研究計画・評価

分科会（以下計評分科会）及びナノテクノロジー・材料科学技術委員会において、主に第５期基本
計画の第２章及び第３章に関する研究開発課題に対応するため、今後10 年程度を見通し、おお

むね５年程度を計画の対象期間として、今後実施すべき「重点的に実施すべき研究開発の取組」
及び「推進方策」について、「研究開発計画」を取りまとめた（平成29年2月8日）。

【目次】
第１章 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化
Ⅰ．大目標

２．大目標達成のために必要な中目標（ナノテクノロジー・材料科学技術分野）
（１）中目標達成状況の評価のため指標
（２）中目標達成のために重点的に推進すべき研究開発の取組

①未来社会における新たな価値創出に向けた研究開発の推進
ア.未来社会としての「超スマート社会」を実現する機能性材料・構造材料研究
イ.新たな研究開発手法の開発

（ⅰ）社会システムを俯瞰した材料開発
（ⅱ）データ駆動型の材料設計手法の開発
（ⅲ）材料開発に資するプロセス技術の開発
（ⅳ）先端材料計測解析技術の開発

ウ. 新たな技術領域・未来社会を切り拓く挑戦的な基礎・基盤研究の強化

18



文部科学省における研究開発計画について②

【目次】
②広範な社会的課題の解決に資する研究開発の推進

ア.エネルギーの安定的な確保とエネルギー利用の効率化
イ.資源の安定的な確保と循環的な利用
ウ.世界最先端の医療技術の実現による健康長寿社会の形成
エ.効率的・効果的なインフラの長寿命化への対策／国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生

活の実現
オ.ものづくりの競争力向上
カ.更なる社会課題への対応

Ⅱ．研究開発の企画・推進・評価を行う上で留意すべき推進方策
（１）人材育成
（２）オープンサイエンスの推進
（３）オープンイノベーション（産学連携）の推進
（４）知的財産･標準化戦略
（５）社会との関係深化

ア．ナノテクノロジーにおける人文社会科学的視点の導入
イ．情報発信・アウトリーチ

（６）ナノテクノロジー・材料科学技術を支える基盤の強化・活用
ア.最先端の研究施設・設備の整備・共用・活用等
イ.知的基盤としてのデータプラットフォームの整備・利活用

（７）国内外の研究ネットワーク構築の強化
（８）戦略的研究テーマ等の提案力の向上
（９）分野融合の推進
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◆国立研究開発法人 物質･材料研究機構（NIMS）:２９年度予算額 運営費交付金 １３５億円(１２０億円）

うち 革新的材料開発力強化プログラム:１６億円（新規）※データプラットフォーム拠点関係経費として５億円を含む

-基礎研究と産業界のニーズの融合による革新的材料創出の場や、世界中の研究者が集うグローバル拠点の構築、

これらの活動を最大化する最先端機器やデータプラットフォーム等の研究基盤を整備。

①日本のナノテク・材料科学技術分野を支える中核拠点

◆元素戦略プロジェクト：２９年度予算額 ２０億円（２０億円）

-長期的視野に立ち希少元素（レアアース等）を用いない革新的な代替材料を創製。

（4つの材料領域（拠点型） ①磁石材料 ②触媒・電池材料 ③電子材料 ④構造材料）

◆ナノテクノロジープラットフォーム： ２９年度予算額 １６億円（１７億円）

-最先端装置の共有化による研究基盤の強化。（微細構造解析/微細加工/分子・物質合成）

②先鋭的な研究開発領域

③共通基盤としての事業

20＊その他、戦略的創造研究推進事業／環境エネルギー分野での取組／産学連携事業における取組 等

文部科学省におけるナノテクノロジー・材料科学技術分野
主な研究開発の取組

◆統合型材料開発プロジェクト: ２９年度予算額 ３億円（３億円）

-材料研究とライフサイクル設計を同時に行うことで社会実装での課題を回避し、研究開発の加速・実用化に向けた

革新的な材料研究（太陽電池・二次電池・燃料電池）を実施。



革新的材料開発力強化プログラム ～M3（M-cube）プログラム～

我が国が伝統的に強みを有し、「超スマート社会」実現の基盤技術であるナノテク・材料分野においてイノベーションの創出を
強力に推進するため、その中核であり、特定国立研究開発法人となる「物質・材料研究機構(NIMS)」に、基礎研究と産業界の民
間ニーズの融合による未来を見据えた非連続な革新的材料創出の場や、世界の研究機関や企業の研究者が集うグローバル拠点、
全国の物質・材料開発のネットワーク化/最先端計測・データ基盤整備による知見の集約・提供・提案を行う機能を構築する。

産業界、研究機関による【オープンイノベーション】の推進

各民間企業の持つ「基礎研究所」の一部機能をNIMSに誘致し、NIMSを中
核とした産業界と大学等を結ぶ業界別のOpen Platformを形成

世界中の人・モノ・資金が集まる【国際研究拠点】の構築

民間資金の呼び込み 特定研発の強みの活用

我が国
産業競争力

の確保

NIMSにおいて、国内外から優れた若手研究者を招聘するプログラムを実施
し、その人材を育成することで呼び水とし、世界中の連携機関から[人]・
[モノ] ・[資金]がNIMSに集まるグローバル拠点を構築

[人・モノ・資金]

All Japanの

材料開発力
を強化

①優秀な国際人材を確保、育成
②機関間連携の構築・強化

（人材交流、モノ・資金のNIMS
への集約）

③若手研究者のキャリアパスの多様化
（人的・機関ネットワーク構築）

④長期的な協力関係構築

新たな物質・材料開発力の強化 グローバルなネットワーク構築により日本の材料開発力を牽引

MOPやMGCの活動を最大化するための【世界最高水準の研究基盤】の構築

【地方創生】
地方大学との共同研究等による
全国研究ネットワークを構築

NIMS×地方大学

地方大学×地元産業

【提案力の向上】将来を見据えた戦略的研究テーマの提案

モノ
(装置・設備・施設)

技
(操作・技能・ノウハウ)

知識・知見
(Database, 生き字引)

智恵
(解釈・応用・戦略)

【世界最大級の物質・材料データプラット
フォームの構築】
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【世界最先端機器の整備】
魅力的な研究環境の整備・活用

平成２９年度予算額 ：1,581百万円（新規）
※運営費交付金中の推計額



○レアアース等の材料の高性能化に必須な希少元素※の世界的な需要急増や資源国の輸出管理政策により、深刻な供給不足を
経験した我が国では、資源リスクを克服・超越する「元素戦略」が必要不可欠。

○ナノレベル（原子・分子レベル）での理論・解析・制御により元素の秘めた機能を自在に活用することが、未知なる高機能材料の
創製、ひいては産業競争力の鍵。

・材料領域 （拠点設置機関）：
①磁石材料 （物質・材料研究機構）

②触媒・電池材料 （京都大学）

③電子材料 （東京工業大学）

④構造材料 （京都大学）

・事業期間：１０年 （H24年度～）

・我が国の資源制約を克服し、産業競争力を強化するため、希少元素を用いない、全く新しい代替材料を創製。

・産業競争力に直結する４つの材料領域を特定し、トップレベルの研究者集団により、元素の機能の理論的解明から新材料の創
製、特性評価までを一体的に推進する研究拠点を形成。

・平成29年度は、特に、物材機構の情報統合型物質・材料研究拠点との連携等によるマテリアルズ・インフォマティクスのさらなる
活用により物質の原子レベル解析と電子論への展開、特性評価の強化を図る。

概 要

背 景

【推進体制】

企 業 等

経済産業省

・未来開拓研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

成果の速やかな実用化
に向け経産省事業との

連携体制を構築

分野の壁を打破
～理論と実験、 理学と工学、物理と化学の徹底的な融合～

省庁の壁を打破

材料創製グループ

目的とする機能を
有する新材料の作製

解析評価グループ

新材料の特性の評価、
問題点の検討

電子論グループ

基礎科学に立脚した、
新機能・高機能な
材料の提案

３グループ（歯車）を
一体的に推進

平成２９年度のポイント

※ハイブリッド自動車のモーター用高性能磁石や、モバイル機器の大容量電池などあらゆる先端産業製品に利用されている。

元素戦略プロジェクト
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平成２９年度予算額 ：1,998百万円
（平成２８年度予算額 ：2,039百万円）

○元素機能の理解の更なる深化を目指し、
元素戦略の思想とデータ科学の融合によ
る研究の加速

○中間評価を受けた平成28年度の研究成果
を踏まえながら各拠点に戦略的に配分



【事業内容】
○事業期間：１０年（平成２４年度発足）

○技術領域：

超高圧透過型電子顕微鏡、
高性能電子顕微鏡
（STEM）、放射光 等

電子線描画装置、エッチング
装置、イオンビーム加工装
置、スパッタ装置 等

分子合成装置、分子設計用
シミュレーション、システム
質量分析装置 等

微細構造解析
<10機関>

微細加工
<16機関>

分子・物質合成
<11機関>

【プラットフォームの目標】

●最先端研究設備及び研究支援能力を分野横断的にかつ最
適な組合せで提供できる体制を構築して、産業界の技術課題
の解決に貢献。

●全国の産学官の利用者に対して、利用機会が平等に開かれ、
高い利用満足度を得るための研究支援機能を有する共用シ
ステムを構築。
（外部共用率達成目標：国支援の共用設備50%以上、それ以外30%以上）

●利用者や技術支援者等の国内での相互交流や海外の先端
共用施設ネットワークとの交流等を継続的に実施することを
通じて、利用者の研究能力や技術支援者の専門能力を向上。

・ナノテクノロジー・材料科学技術は、我が国が強みを有する分野として、基幹産業（自動車、エレクトロニクス等）をはじめ、あらゆる
産業の技術革新を支える、我が国の成長及び国際競争力の源泉。

・しかし、近年、先進国に加えて、中国、韓国をはじめとする新興国が戦略的な資金投入を行い、国際競争が激化。

・世界各国が鎬を削る中、ナノテクノロジーに関する最先端設備の有効活用と相互のネットワーク化を促進し、我が国の部素材開発
の基礎力引上げとイノベーション創出に向けた強固な研究基盤の形成が不可欠。

・ナノテクノロジーに関する最先端の研究設備とその活用のノウハウを有する大学・研究機関が連携し、全国的な共用体制を構築。

・部素材開発に必要な技術（①微細構造解析②微細加工③分子・物質合成）に対応した強固なプラットフォームを形成し、若手研究
者を含む産学官の利用者に対して、最先端の計測、評価、加工設備の利用機会を、高度な技術支援とともに提供。

①：プラットフォームは一体的な運営方針（外部共用に係る目標設定、ワンストップサービス、利用手続の共通化等）の下で運営。

②：産業界をはじめ、利用者のニーズを集約・分析するとともに、研究現場の技術的課題に対し、総合的な解決法を提供。

③：施設・設備の共用を通じた交流や知の集約によって、産学官連携、異分野融合、人材育成を推進。

概 要

背 景
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ナノテクノロジープラットフォーム
平成２９年度予算額 ：1,584百万円

（平成２８年度予算額 ：1,694百万円）



統合型材料開発プロジェクト

・ 持続可能な未来社会を実現するためには、既存の研究開発の延長ではなく、「ズームアウト」の視点による社会システム全体を俯瞰した目標設定と、
「ズームイン」の視点による要素技術課題へのブレークダウンの双方が必要である。

・ 地球温暖化問題の解決へ向けた二酸化炭素排出量削減のためには、再生可能エネルギーの導入・拡大が求められており、太陽光の時・空間的偏在

性を克服して安定的にエネルギーを供給するために重要な材料技術として、太陽光発電などの発電技術に加えて、発電した電力を貯蔵する二次電
池、発電した電力を水素等のエネルギーキャリアへ変換して貯蔵・輸送したうえで電力へ再変換する燃料電池等が挙げられている。

平成２９年度予算額 ：346百万円
（平成２８年度予算額 ：316百万円）

太陽光エネルギーから出発する
エネルギーフローに関わる一連の重要技術

未来社会のニーズ
再生可能エネルギーを活用した持続可能な未来社会

全固体電池 リチウム空気電池 ぺロブスカイト 固体酸化物形

二次電池

太陽電池

燃料電池

高分子電解質形

電力貯蔵 エネルギー
キャリア

＜技術統合化ユニット＞
社会システム全体俯瞰と材料研究との協働

・ 現状特性の精査・将来特性の見込評価
・ 将来設計・重要課題の特定等

産業界

大学

参画
経験的な材料開発を脱却し、合理的に材料設計を
行うために、計算科学・先端計測・材料創製を融合
した研究開発のハブ拠点を世界に先駆けて形成

・中核機関： 物質・材料研究機構

(ナノ材料科学環境拠点)
・実施期間： 平成21年度から10年間

概 要

背 景

・ 本プロジェクトでは、太陽光エネルギーから出発するエネルギーフローに関わる一連の材料技術である太陽光発電、電力貯蔵用二次電池、及び燃料
電池を出口側の対象として、技術シーズの源泉となる基礎基盤研究を強化し、出口課題の実用化に向けた研究開発を推進する。

・ 研究開発に当たっては、未来社会のニーズと材料シーズの適切なマッチングを図るため、社会システム全体を俯瞰した技術統合と理論・計測・材料創
製を融合した材料研究との協働により研究開発を推進する。
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研究課題

研究内容・実施体制

理論・計算

材料創製

先端計測



〇施設の整備・共用

ナノテク･物質･材料分野から見た文部科学省関連施策(俯瞰マップ)

インフラ

エネルギー

情報社会

ものづくり

健康・医療

学術研究・基礎研究 開発研究

人材育成

ଢ଼
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৫
৅
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৴
઱
ੁ

३
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ॸ
঒
ଡ
ണ
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ব
੠
ଢ଼
஢
੍
ର
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ੁ

੦
ೕ
ତ
૟

઱
ੁ

内閣府、経産
省、企業 等との
連携

戦略的創造研究推進事業
(CREST/さきがけ/ERATO/
ALCA/ACCEL/ACT-C)

：ナノテクノロジー・物質・材料
分野を主眼とした研究開発事業

：ナノテクノロジー・物質・材料
分野に特定しない研究開発事業

戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ）等の一部〇国際共同研究

センターオブイノベーション（ＣＯＩ）プログラム、ＪＳＴイノベーションハブ構築支援事業、
世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）＊H28年度終了
産学共創プラットフォーム共同推進プログラム 等の一部

〇拠点形成

〇物質・材料研究機構
・研究活動：機能性材料、構造材料、材料研究のための基盤技術
・研究成果の情報発信及び活用促進：広報・アウトリーチ、技術移転
・中核的機関としての活動：人材育成、設備共用等 ＊革新的材料開発力強化プログラム（Ｍ3)

統合型材料開発プロジェクト

元素戦略プロジェクト

情報を活用した材料設計手法（NIMSを中核としたデータプラットフォーム等）の整備

ナノテクノロジープラットフォーム

省エネルギー社会の実現に資する
次世代半導体研究開発

東北発素材技術先導プロジェクト（H28年度終了）

科学研究費助成事業

最先端大型研究施設（ SPring-8/SACLA/J-PARC/「京」 ）の整備・共用、
共用プラットフォームの形成、各研究組織による共用システム構築の促進

応用研究

ポスト「京」で重点的に取り組むべき社会的・科学的課題

分野横断的
基盤技術

研究成果展開事業
（A-STEP, S-イノベ、

先端計測等）

光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発
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日本のナノテクノロジー・材料科学技術政策の課題

○近年の科学技術の更なる進展やAI/IoT/ビッグデータの活用等による社会の変化により、ナノテクノロジー・材料
分野の位置づけは大きく変化。

○国際的な動向を見てもナノテクノロジーや材料は引き続き重要分野という位置づけ。またIoNT(Internet of Nano 
Things)等、新たなトレンドが来る可能性。

○我が国においても元素戦略やマテリアルズ・インフォマティクスに続く、新たな政策を打ち出す必要。

○第９期ナノテクノロジー・材料科学技術委員会では、Society5.0の実現や更なる未来社会の実現に向けて、ナノ
テクノロジー・材料分野の具体的な研究開発の方向性について御議論いただきたい。

＜サイバーとフィジカルの高度な融合を実現する
基盤技術の革新＞

・人やあらゆる「もの」から情報を収集する「センサ技術」

・サイバー空間の処理・分析の結果を現実世界に作用させる
ための機構・駆動・制御に関する「アクチュエータ技術」

＜11システムを中心とした他分野との融合による革新＞
・ナノ材×バイオ（例：バイオセンサー）
・ナノ材×サイバー（例：マテリアルズインフォマティクス）
・ナノ材×エネルギー・環境（例： 固体燃料電池）
・ナノ材×社会インフラ（例：超軽量構造材料）

＜その他＞
・自己修復材料
・相反する特性を有する材料（硬くて靭性のある構造材料）
・非平衡な特性を有する材料（例：断熱・蓄熱等の熱制御技術）

等

第５期科学技術基本計画では、分野横断的な基盤技術としての位置づけに加えて、Society5.0を実現するための「新たな価値創出のコ
アとなる強みを有する技術」として素材・ナノテクノロジーが新たに位置付けられ、その重要性が謳われている。

【検討キーワード（案）】

【背景・課題】

26引用：NIMS、JST、東大 HP


